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幕末 か ら戦 前 の時期 は,日 本 の交 通事情 が大 き く変 化 した時期 であ る。 入馬 か ら

馬車 ・人 力車,自 転車,そ して二輪 車 ・自動車へ と鉄 道 の導入 も含 めて人 力 ・家 畜

力か ら機 械 へ と動 力の 点 にお いて一大 転換 がな され た時期 で あ る。 この変化 が道路

交 通 ・運輸 に及 ぼ す影響 は計 り知 れ ず,あ らゆ る道路 交通事 情 を一変 させ た。 この

稿 で は二 輪 車 を中心 に明治 ・大正 ・昭和初 期 の道路 交通 事情 と交 通法規 を概観 しそ

の分 析 を試 み てい る。戦 後 の復 興 の シ ンボル で もあ った二輪 車 ・二輪車 産業 であ っ

たが,戦 前 にお いて は需 給 それぞ れの制約 によっ て十 分 な産 業た り得 ず,ま た,交

通手 段 た り得 な か った こ とが説 明 され る。

キー ワー ド ニ輪 車,自 動 車,戦 前,道 路交 通法 規

1は じ め に

2005(平 成17)年4月1日,二 輪車の高速道路二人乗 り解禁がスター ト,そ して6月 には

現行の免許区分に対応 して3種 類のAT限 定二輪免許が新たに導入された。二輪車に関する

「道路交通法」の改正 としては,「自動二輪車免許」を廃止 して新たに 「大型自動二輪車免許」

及び 「普通自動二輪車免許」を設定 した1995(平 成7)年 の免許区分変更以来の大 きな法規

改正である。1995年 の改正 により自動車教習所にて大型二輪免許の取得が可能 となり,限 定

の解除に苦 しんでいた希望者には福音となった。今回の改正 は1995年 より続 く大型二輪需要

の喚起 を狙った規制緩和の一環である。

道路交通法は1960(昭 和35)年 に発令 されて以来45年 間,基 本的な体系 は維持 しなが ら数

次の一部改正を経て現行に至っている。発令年は高度経済成長を目指 した 「国民所得倍増計

画」が池田内閣よ り発表 された年である。2005年 の現在に至 るまでの急激なモータ リゼーシ

ョンに法の一部改正のみで対応 してきたことはむしろ驚異です らある。 しかし,自 動車に関

する道路交通法規 としては1903(明 治36)年 の愛知県令の 「乗合 自動車取締規則」 よりはじ

まり,全 国統一法令 としては1919(大 正8)年 の 「(旧)自 動車取締令」,1933(昭 和8)年

の 「(新)自 動車取締令」,戦 後間もない1947(昭 和22)年 に制定 された 「道路交通取締法」

と,道 路交通事債の変化に対応 して廃止 ・発令が繰 り返 されている。一部改正 も考慮に入れ
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ればその変更数は膨大 となろう。現行法は刻々 と変化する環境の もと,過 去に幾多として繰

り返 された交通法規改正の変遷の結果でもある。

現行の道路交通法が直面する道路交通事情 と1960年 発令当時の環境は大 きく異なる。同様

に明治と大正,昭 和初期の各時代の法令発令時において も,そ れぞれの自動車交通環境には

比較 にならないほどの差異がある。特に今までの道路交通手段 とは全 く異なる次世代の交通

手段 ・自動車が出現 した明治時代はモータ リゼーシ ョン黎明期であり,あ らゆる面で試行錯

誤の段階であったことは想像に難 くない。本稿では,自 動車の中でも特 に二輪車に注 目しな

がら,幕 末か ら明治 ・大正 ・昭和初期 にかけての道路交通事情の変化 と道路交通法規の変遷

を概観することを目的 としている。第2節 では戦前の道路交通事情 を二輪車をはじめ主要交

通手段別 に整理す る。続 く第3節 ではこの時期の道路交通法規の変遷 を概観 し,第4節 でこ

の時期の二輪車の免許制度について考察を加える。最後 に,若 干のまとめを述べることにす

る。

2明 治 ・大正 ・昭和初期の道路交通事情と交通手段

1853(嘉 永6)年6月,ア メ リカ東洋艦隊司令長官ペ リーは4隻 の軍艦 を率いて浦賀沖に

現れ,ア メ リカ大統領フィルモアの親書を持って東京湾 に入港,江 戸幕府に開国を求めた。

この ことが契機 となってやがて鎖国の壁 は崩れ,翌54年 日米和親条約,58年 には日米修好通

商条約が結ばれ,開 国の道を歩むこととなった。そ して,尊 皇擁夷の思想潮流のうね りとと

もに時代は大 きく動 き,1867(慶 応3)年,大 政奉還 と王政復古 によって徳川幕府は崩壊,

封建時代は幕 を閉 じ,翌 年元号を明治 として維新の時代 を迎える。

幕末から明治にかけての時期は国際社会への復帰 と政治体制の大幅な転換,官 主導の経済

の近代化 と,大 きく歴史が動いた時期である。 と同時に,こ の時期は道路交通の近代化が急

激に進んだ時代で もある。幕末 までの国内での道路交通は徒歩が基本であり,荷 物輸送には

人や馬の背,荷 牛車や大八車などが主であった。江戸市中及び五街道を荷馬車が走行するこ

とが許可 されたのは幕末の1866年 になってのことである。古 くから移動 ・輸送手段 として馬

車が一般的であった欧米では,軌 道上を馬車で移送する馬車鉄道の時代を経て蒸気機関車に

よる鉄道輸送の時代に突入 してお り,ア メ リカではほぼ同時期の1869年,大 陸横断鉄道が開

通するまでに鉄道網の整備が進んでいる。当時の日本の交通事情 は,馬 車から蒸気機関鉄道

へと次世代の大量輸送時代 に移行 しつつあった欧米 とは隔世の感があったのである。

当然のことなが ら幕末 当時の道路は徒歩や草軽履 きの馬の移動を基準に整備 されたもので

あ り,五 街道でさえ新時代の車両輸送には耐えうるものではなかった。そのため馬車や人力

車の出現によってたちまち当時の日本の道路は前時代の狭隆で稚拙な道路であることが露呈

して しまう。横浜や神戸の外国人居留地では明治3,4年 の早 い時期から頑丈で水捌けの良
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い,砂 利を敷 き詰めて固めたマガダム式 と呼ばれる近代的な道路への改良が進められたよう

だが,道 路 ・橋梁の整備 ・補修は地方の負担に委ねるところが大 きかったこともあって,道

路の改良ス ピー ドは遅かった。欧米のように馬車輸送の時代を経ていないために道路整備が

進んでいなかったことに加え,限 られた財源を近代的大量輸送手段である鉄道建設に優先 し

たこともその整備 を遅 らせ ることになった。本格的な道路の近代化計画は道路法が制定され

る1919(大 正8)年 に至ってからである。それで も道路の舗装に関 しては遅々として進 まず,

昭和15年 当時の国道舗装率は18.3%,全 体ではわずか1.3%に とどまっている(表1参 照)。

終戦から10年余 を経た昭和3ユ年に名古屋 ・神戸高速道路調査で来 日したワ トキンスは報告書

の中で,日 本の道路状態及び道路網の整備状況は工業国 としては信 じがたいほどに悪いとの

感想を述べている。戦争による被害を考慮 したとして も戦前の道路状況は推 して知るぺ しで

あろう。

幕末から明治にかけての時期 は主力 となる移動手段が徒歩か ら人力車 ・乗合馬車へと変化

した時期であり,動 力こそ人馬ではあるものの,日 本の車社会の黎明期 ともいえる時期であ

る。従来の道路環境は道幅 も狭 く軟弱でそれら交通手段にとっては劣悪 ともいえる環境では

あったが,移 動時間の短縮化 ・行動半径の拡大の恩恵は大 きく,そ の後の 自転車,二 輪車,

表1道 路延長及び舗装道路(明 治27年一昭和20年)

(単位:キ ロメー トル)

計 一般国道 都道府渠道 市町村道

疑 長 織 道麟 率㈱ 実延長 舗装道 舗装率(%) 実劇 舗鑓 実劇 織 道

明治27 1894 272,714… 7,367… 24,878… 240,468…

45 1912 414,257… 8,432… 35,399… 370,426…

大正10 1921 884,053… 8.209… 51,963… 823,881…

昭和5 1930 943,965… 8,342… 98,400… 837,222…

6 1931 951,490… 8,355… 100,423… 842,713…

7 1932 956,962… 8,365… 102,101… 846,495…

8 1933 968,550… 8,372… 104,150… 856,028…

9 1934 977,082… 8,554… 103,307… 865,220…

10 1935 971,442… 8,463… 工07,358… 855,622…

11 1936 906,0038,3940.93 8、6091,19713.90 109,1002,604 788,2944,593

工2 1937 906,1059,5031.05 8、6151,29615.04 110,6752,930 786,8155,277

13 1938 915,32210,0651.10 8,6171,38816.11 111,2843,130 795,4215,547

14 1939 924,52111,4041.23 8,7301,44816.59 112,1323,367 803,6596,589

15 1940 939,59311,9051.27 8,7401,60118.32 113,1793,755 817,6746,549

16 1941 927,08511,5411.24 8,7391,65218.90 113,4613,978 804,8855,911

17 1942 929,29011,7611.27 8,8951,68818.98 114,2294,ヱ83 806,1665,890

18 1943 922,12612,2981.33 8,9101,68518.91 115,3434,741 797,8725,872

19 1944 ■●・ ■99 .,● ■●. 9・ ■ ●,φ.・

20 1945 898,91111,1431.24 9,4461,61917,14 115,0164,026 774,4505,499

出所)日 本統 計協会(1999)「 日本長期 統計総覧」 よ り作成。

原資料 は内務省 「土木局第30回 統計年報(後 編)」 および建設省 「道路現 況調 」各年版。

注1ヱ 明治27年 のデータは北海道及 び沖縄渠 を除 く。

2昭 和11年 以 降は年度デー タ。
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表2 諸車保有台数の推移(明 治8年 ～昭和12年)

(単位:台)
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注:

日本統計 協会(1999)r日 本長期統計総覧」、朝 日新聞社編(1999)

原資料 は 『日本 帝國統計年鑑』お よび 「大 日本帝國統計 年鑑 』。

11926年 までは年度末のデー タ。

2昭 和4年 までは,免 税の対 象 を含 まない。

3二 輪車 のデータは小型 自動車及び特殊 自動車 を含 む。

『明治・大正期 日本経済統計総観 』 より作成。
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自動車 と相次いで出現 した新世代交通手段は官庁 ・軍部 ・高所得者層を中心 にして急速に社

会に浸透す ることとなる。その様子は保有台数の推移を追った表2に 見て取れる。1929(昭

和4)年 までは免税品を含んでいないため,実 際の数字はもっと大きいもの と推察される。

この節では幕末から昭和初期までの道路交通手段の変遷 を二輪車 を中心に主要交通手段別に

概観することにする。

2.1二 輪車

二輪車の 日本上陸の最 も古い記録は1896(明 治29)年,十 文字信介なる人物が 日比谷皇居

外苑で行ったデモンス トレーシ ョン走行であるとされている。走行に使用 した車種 は最初の

量産型と言われる ドイツ製 ヒルデブラン ト&ヴ ォル フミューラー(H&W)号 で,石 油発動
1)

機 自転車 として新聞にも紹介 されている。H&W号 の量産化成功は94年 であるから,日 本へ

の上陸は世界的に も二輪車産業の創生期にあたる。当時の世界事情に後れをとった技術後進

国 としては先見性のある極めて速い時期の輸入であった と言える。

明治四十年代に入ると輸入 も徐々に開始され,ト ライアンフ(イ ギ リス)を 石川商店が,

インディアン(ア メ リカ)を 山口勝蔵商店,山 田輪盛館がNSU(ド イッ)の 輸入を開始 して
2)

いる。当時は自動 自転車 と呼ばれ,自 転車 よワもはるかに高価なものであった。初期に輸入

された二輪車は始動装置や変速装置 も備えていないために極めて扱いづ らい代物であ り,劣

悪な道路環境 もあって故障 も多かったという。 しか しながち自転車に代わる新たなステータ

スシンボル として機械好 きの華族や富豪の子弟の間で趣味性の極めて高い玩具ともいえる乗

り物 として認知されていった。既述のように明治40年 代かち輸入は開始 されているようだが,

表2に 見 られる保有台数の記録 は1914(大 正3)年 の525台 からである。輸入開始時期からの

数字 として考 えればまだまだ趣味の域を出ていないことがわかる。

大正期に入ると始動装置や変速装置を備え,ベ ル トドライブか らチェーンドライブ方式へ

と駆動力伝達効率 もア ップ した,よ り実用性の高い二輪車 も輸入 され るようになる。イタ リ

アやベルギー製の他,1916(大 正5)年 頃より米国製大型車(1000ccク ラス〉の輸入が活発

となった。 日本 自動車によるハーレーダピットソンの本格的な輸入開始 もこの時期である。

第一次大戦を挟む1910年 代の性能向上や官庁への働 きかけもあって,大 正5年 にはエールが

逓信省に郵便逓送用 として納入 され,同7年 には交通取締用にインディアン6台 が白バ イの

前身である赤バイ として警視庁に,ハ ーレーダピットソンは側車付 きが陸軍に採用 されたほ

か,大 正末には護衛用 として宮内庁にも納入されている。昭和初期には新聞社にも機動性の

高 さから相次いで採用 されるな ど,利 便性が認識され るとともに社会への浸透 も進んでいっ

た。 しか し,戦 後の実用車スーパーカブ席巻時代 とは違い,当 時はやは り依然 として趣昧性

が高 く,一 般的用途 としては主にツーリングやオー トバイレース用 として需要された。
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1929年 のニューヨーク株式市場の暴落か ら始 まった世界恐慌の翌年,予 定通 り行われた金

輸出解禁は日本の輸出を激減 させ,第 一次大戦の反動より続 く不況をより一層深刻な もの と

した。二輪車産業への影響 も大 きく,国 産化の動きも停滞 ・後退 した。 しかしその後の金輸

出再禁止による為替安は輸 入製品 ・部品の価格 を引 き上げ,戦 時体制への突入もあって国内

代替 を結果的に推 し進めることとなった。国産化は1909(明 治42)年,島 津楢蔵の手による

4サ イクル単気筒400cc型 ベル トドライプ式NS号 がその端緒 とされる。国産化の機運が再

び芽生 えたのは世界情勢が騒然 となってきた1931(昭 和6)年 の満州事変以降である。軍用

大馬力オー トバイへの需要が高 まり,中 川幸四郎商店のキャブ トン号,日 本内燃機の くろが

ね号,目 黒製作所のメグロ号,後 に陸王内燃機 に受け継がれる三共の国産ハーレーな ど,多

数の中小 ・零細企業の手によって中 ・大排気量車国産化への努力がなされた。 しか しなが ら

36年 には自動車製造事業法が施行され,自 動車,主 として四輪 トラックに資材が重点的に配

分 されることとな り,軍 用以外の供給は資材統制のために困難 を極め,民 需への供給はほぽ
3)

途絶 えた。頼み としていた軍需 も戦局の悪化 とともに減少,全 体の生産台数 も1940(昭 和15)

年に戦前の最高水準3037台 を記録 して後,45年 にはわずか125台 にまで落ち込み,終 戦を迎え

る(図1参 照)。戦前の保有台数は自転車と比較すれば微々たるものであるが,ハ ーレーダビ
4)

ッソ トンに代表 されるような大型二輪車の需要が軍採用 と絡みながら拡大 していった。

二輪車産業は1918(大 正7)年 制定の軍用 自動車補助法の対象事業か ら除外 され,ま た,

1936(昭 和11)年 の自動車製造事業法による保護 も得 られなかった点で四輪 自動車産業 とは
5)

一線 を画す。国による積極的な保護 は得 られなかったが,そ の反面,イ ギリス,ア メ リカ,

図1自 動車生産台数の推移(昭 和5年 ～昭和20年)
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原資料 は自動車工業会 ・日本小型 自動車工業会(1953)『 自動車統計年表』。
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イタ リア,ベ ルギー,ド イツなど様々な二輪車先進国からの輸入車との熾烈ながら自由な競

争環境 におかれたともいえる。先進外国製品の技術を吸収 しなが ら,中 小様々な企業の手に

よって部品 も含めた輸入代替が進め られ,産 業全体の技術水準を高めていった。第一次大戦

中の技術進歩のフィー ドバ ックによって二輪車の性能が押 し上 げられたのもこの時期である。

しか しながら,満 州事変以降,様 々な面で制約 を受けるようにな り,生 産の環境は悪化 して

いった。アメ リカ より工場施設を導入 して国産化 された軍用車 ・陸王の陸王内燃機を除いて,

技術開発はおろか生産 自体 も困難 を極め,二 輪車産業 としては戦後再 開されるまで実質空白

の期間 となった。

2.2他 の道路交通手段

(1)馬 車

馬車運送の開業はヱ868年,東 京の外国公館と横浜を結ぶ外国人経営が最初 とされている。

翌年には下岡蓮杖 ら日本人商人の共同出資によって乗合馬車営業が京浜間で始まっている。

宿駅 ・助郷制度の廃止 と新興陸運業者への移行施策によ ワ徐々に浸透,72年 には東京一高崎

間を中山道郵便馬車会社によって郵便馬車が開通 したほか,東 京一宇都宮間で も馬車運送営

業が開始 されるなど,馬 車輸送網は拡大 していった。 しかしなが らこれ ら長距離馬車路線は

奇 しくも同年より開業 ・拡大 していった蒸気機関鉄道の圧倒的な輸送能力 を前にして壊滅状

態となり,鉄 道未整備地域 での営業や都市内近距離輸送に特化 していく。 しか し乗合自動車
6)

の出現によりその役割 も終焉を迎え,1916(大 正5)年 の8,976台 をピークに減少 している。

荷馬車 としては トラックや三輪 自動車が登場 して以降 も広 く用いられ,戦 時下には統制で台

数が減少 し燃料確保が難 しくなった トラック等の代替手段 として活用された。

(2)人 力車

人力車営業は1870(明 治3)年,東 京府が和泉要助らに製造 ・営業の許可を与えたことに

始 まる。表2の 諸車保有データは明治8年 からだが,登 場か ら僅か5年 で既に11万 台を突破

するほどの台数が記録されている。文明開化を象徴する乗 り物 として,他 の交通手段に先駈

けて瞬 く間に広 く受け入れ られていったことを物語る数値の動きである。馬車 よりも小回 り

が利 き,日 本の狭 い道に適 した人力車は庶民の足 として都市を中心に親 しまれていったので

ある。 しかしながら保有台数の ピーク時期は馬車よりも早いユ896(明 治29)年 であり,乗 合

馬車に続いて,軌 道上を馬車で輸送する馬車鉄道とそれを引き継いだ路面電車の開業や乗合

自動車 ・タクシー,自 転車の出現 とともに急激に長距離 ・短距離輸送手段 としての役割 を終
7)

えていった。1938(昭 和13)年 には東京駅構内の人力車事業 も廃止 となっている。

(3)自 転車

自転車の 日本への上陸は幕末の慶施年間,大 きな前輪にペダルの着いたミショー型 と呼ば
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8)

れるタイプであったと言われている。初期の ミシ ョー型,そ れに続 くオーディナ リー(普 通)

型自転車の国産化 は早かったようだが,ソ リッ ドゴム付 きタイヤながら後輪チェーン駆動方

式の現在 とほぼ同様の形式のセーフティー(安 全)型 と呼ばれる自転車の国産試作車の登場

は1890(明 治23)年,宮 田製作所の前身宮田製銃所の制作による。 自転車上陸当初は物珍 し

さか ら貸 し自転車がブームとなったが,機 能的に未成熟で各地で事故 も多かったことから規

制も加えられ,下 火を迎えている。 しかし,ダ ンロップの発明による空気入 りタイヤを装着

した最新のセーフティー型高級欧米 自転車が明治の中頃に上陸 し,財 閥や華族 といった上流

階級のステータスシンボル として もてはや されるようになる。小学校教諭初任給が8円(明
9)

治30年)の 時代にアメ リカ製自転車は2--300円 もするほど高価な ものであった。

一般への普及が進んでいったのは国際的な生産過剰,競 争の激化から欧米輸入自転車の低

価格化が進んだ明治30年 代央からであり,郵 便物の配達や警察の巡回,実 業家の移動手段に

も使用されるようになる。部品の国産化 も低価格化 と量産に拍車 をかけ,実 用化の時代を迎

えた。保有台数の統計データは明治29年 からだが,明 治の末から大正にかけての推移は急激
10)

に大衆化が進んだことを物語っている。

(4)自 動車

日本に上陸 した最初の自動車はいつ誰の手によるものなのかについては諸説あるようだが,

1898(明 治31)年,フ ランス人技師テプネが築地一上野間を公開走行 したフランス製のFR方

式ガソリン自動車パナール・ルヴァッソール(ダ イムラー製直列4気 筒 ・2412cc・12馬力)と

する説が有力である。当時の自動車は数千円というその値段から華族や政財界人といった上

流階級社会の乗 り物であったが,明 治36年 の内国勧業博覧会の開催 による自動車への関心の

高まりもあって同年には京都で乗合 自動車(バ ス)が,大 正元年には東京 ・有楽町でタクシ

ー営業が誕生 している。京都の二井商会のバス営業が短命であったことをみても,当 時の 自

動車を使った旅客輸送事業は試行錯誤の域 を出ず廃業 も多かったようである。それで も第一

次世界大戦時の好況による自動車交通需要の高まりと関東大震災後の復興における活躍で次

世代輸送機 としての有用性が広 く認識 されたこともあって,大正か ら昭和初期にかけてバス・

タクシー事業は全国規模で拡大 を見せてい く。製造 ・販売競争激化による価格低下の恩恵や

月賦制度の導入等 もあって,こ の時期乱立 といわれ るほどに興業が盛んとな り,鉄 道や電車
11)

の補助交通機関 として以上の役割を担 うほどとなった。 しか しなが ら,陸 上旅客事業 として

は,戦 時下には国家総動員法や陸上交通事業調整法によって鉄道やバスなどの陸上交通輸送

は国家の管理下におかれ,戦 時統合 という形式で全国的な事業者整理が実施 された。そのた
12)

め,燃 料や資材の統制の影響 もあって自動車旅客輸送事業は壊滅の状態 となった。自家用 と

しての需要はやは り依然 として限定的であったが,価 格の低下 と性能の向上 もあって,ダ ッ

トソン(ダ ッ トサ ン),オ オタ,ツ クバ等の小型車が徐 々に実用されていく。
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自動車製造業界にとっては,大 正末か ら昭和 にかけての時期はフォー ドやGMの 組立生産

による国内市場進出によって混乱の様相を呈 した時期でもある。1930(昭 和5)年 にはフォ

ー ド,GMに 続いてクライスラーが共立自動車を設立 して日本進出を果た した。同年の外資
13)

3社 の合計生産台数は1万9,684台,対 して国産生産台数は458台 にす ぎなかった。 しか し,

基幹産業 として,そ して国防上欠 くべからざる産業 としての認識から,1930(昭 和5)年 よ

りの商工省の諮問機関 「国産振興委員会」 による商工省標準型式自動車構想によって国産 ト

ラック ・バス製造が奨励 されるなど,米 国車の国内市場席巻の反動 もあって国産化の機運が
14>

高 まった。続 いて1936(昭 和11)年 には商工省 ・陸軍省による自動車製造事業法が公布 され,

豊田自動織機製作所や日産自動車がその適用 を受けるなど,自 動車産業では強引 ともいえる

輸入代替策が推進され,工 作機械産業 ・裾野産業の育成 も含めて総合的な国産車保護育成策

が展開された。その影響か ら,組 立生産量の制限や輸入部品への高率関税賦課によって1939

(昭和14>年,フ ォー ド,GM,ク ライスラー(共 立自動車製作所)は 生産中断・撤退 を余儀

な くされている。

また,大 正期に出現 して以来,広 く受け入れ られ戦後 も長 らく生産 されていた自動車 とし

て三輪 自動車がある。大正初期 に日本に持 ち込 まれた駆動輪付 き単体エンジン ・スミスモー

ターは,自 転車だけでな く前二輪タイプに改良 した荷物運搬用の三輪車(フ ロン トカー)に

も取 り付けられ,そ の利便性から普及が進み,三 輪 自動車の先鞭 となった。三輪 自動車はや

がてハー レーダビッ トソンなどの二輪車 を改良 した リアカータイプの荷物輸送用 として開

発 ・改良が進み,チ ェーン ドライブか ら差動歯車によってカーブの運転性が高まったシャフ

トドライブへの変更,バ ックギヤの設定など,独 自の小型輸送自動車 として発展,そ の機能

を高めていった。戦時中の統制で供給が難 しくなるまでは,免 許制度の恩恵も受けて小型四

輪車にも展開,民 間主要運送手段 として広 く普及,需 要 されていった。

2.3鉄 道

鉄道建設は新政府の殖産興業政策の一環 として1869(明 治2)年 には早 くも計画され,1872

年 には新橋一横浜間で開通,日 本は長距離大量輸送時代 に向けた一歩 を踏み出 した。1874年

には大阪一神戸聞が開通,1889(明 治22)年 には新橋一神戸間を約20時 間で結ぷ東海道線が

全面開通 した。徒歩での所要時間は江戸一京都間がユ5日,馬 車でも10日前後を要 していたこ

とを考 えれば革命的でさえある。また,開 業当時の運賃は新橋一大阪間が3円56銭,宿 泊費
ユ5)

も含めた馬車費用のおよそ4分 の1で あった。東北地方へは日本最初の私鉄,日 本鉄道会社

によって1891(明 治24)年 に青森一上野間が開業,関 西以西ではその十年後の1901(明 治34)

年に,私 設鉄道条例制定後の最初の私鉄,山 陽鉄道会社によって馬関(下 関)一 神戸間の営

業が開始されている。財政負担軽減のためにも私鉄による鉄道網整備のサポー トが必要であ
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表3国 有鉄 道線 路延 長距離 及 び輸送 人員 数 の推 移

(単位 キロメー トル,千 人)

年度 全キ・1輸 送人員

明治5年 1872 29495

10 1877 1053,097

20 1887 4845,919

30 1897 1,16327,923

39 1906 4,97847,567

40 1907 7,153101,116

大正元年 1912 8,396160,712

10 1921 10,821454,536

昭和元年 1926 12,864735,706

10 1935 17,138985,041

15 1940 18,4001,878,333

20 1945 19,6202,973,094

出所)日 本統 計協 会(1999)r日 本長期 統計総覧』 よ り作成。

原資料 は 日本国有鉄道 「鉄道統計年報」

るとの観点か ら打ち出された鉄道政策であったが,日 清 ・日露戦争において国による鉄道管

理の一元化の必要性を痛感 したことなどもあって,1906(明 治39)年,紆 余曲折 を経て鉄道

国有法 を公布,翌 年にかけて地方交通を主体 とする私鉄 を除いて主要長距離私鉄 を買収,国

有化 した。それによって営業キロは表3の ようにおよそ7,000kmに まで拡大 している。

軌道鉄道 としては1895(明 治28)年 に京都に日本最初の路面電車が登場,そ の後 も相次い

で主要都市で電気鉄道が事業化された。東京市でも明治36年 に新橋一品川 間で,鉄 道馬車を

引 き継いで路面電車営業が始まっている。鉄道の圧倒的な輸送能力によって近距離に特化せ

ざるをえな くなった馬車や人力車にとって,馬 車鉄道やそれに継 ぐ路面電車の出現は脅威で

あった。路面電車,自 転車,乗 合 自動車やタクシーの出現によって,馬 車 ・人力車は都市交

通手段 としては急速にその役目を終えてい くことになった。なお,東 京地下鉄の歴史は,1927

(昭和2)年,東 京地下鉄道による浅草一上野間開業 に始まる。

この節で概観 したように,明 治 ・大正 ・昭和初期の道路交通手段は馬車 ・人力車か ら長距

離移動輸送手段 として鉄道に,近 距離交通手段 としては事業化 された路面電車,バ ス,タ ク

シー,輸 送手段 としての トラック,そ して実用 も兼ねた個人用途 として自転車,二 輪車,自

動車へ と大 きく転換が進んだことがわかる。特に1900年 代に入ってからは馬車鉄道から電気

鉄道への転換 に象徴されるように動力の点か らは一大転換の時期である。モータ リゼーショ

ン黎明期 ともいえるこの時期,突 如出現 した新世代交通手段に対 して,道 路上は各種入 り交

じる混合交通状態 となり危険性 も飛躍的に増大 した。行政 としても時代の要請に応 じて交通

法規の新設に着手 し,急 激 な道路交通の発展に対応するべ く相次ぎ新法令を制定 している。
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次節では昭和初期 までの道路交通法規の動 き・を,二 輪車 を含む自動車関係 を中心に追うこと

にす る。

3明 治 ・大正 ・昭和初期の道路交通法規

明治初期の道路交通法規は,当 時主要な交通手段 であった乗馬 ・馬車 ・人力車 ・乗合馬車

等に関するものが多く,太 政官布告 ・達や内務省による全国的な規則 も含めて,細 目につい
16)

ては内務省の規則基準を元に各道府県が検討 ・設定 していた。上記 した当時の移動輸送手段

の行動範囲は依然地域的であった し,各 道府県都市の発展状況 もまちまちであったためであ

る。

馬車 に関 しては1872(明 治5)年 の 「馬車規則」(東京府達)や1877(同10)年 の 「馬車営

業取締条項」(警 察令),1889(同22)年 には 「乗合馬車営業取締規則」(警 察令)が 制定され

ている。人力車に関しても,1872(明 治5)年 に 「人力車渡世者心得規則」(東 京府),1881

(同14>年 「人力車取締規則」(警察令),1889(同22)年 「人力車営業取締規則」(警 察令)

が同様に制定されている。旧来の習慣が残る中での新交通手段の出現 に際 し,往 来の交通秩

序 を維持するよう注意を喚起する細則が設定されている。自転車に関 して も出現時に大阪等

で規則設定がなされているようだが,本 格的な取締規則は1898(明 治31)年 の警視庁か ら布

達 された 「自転車取締規則」からであり,大 阪や愛知で も相次いで同様の規則が制定されて

いる。 また,こ の時期の1900(同33)年 には警視庁から 「道路取締規則」 も制定 され,管 轄

内では人や馬等 も含めて左側交通 を原則 とすることが決められた。自動車 についても1903年

以降,乗 合 自動車営業を許可するにあたって取締規則が各道府県で相次いで制定されている。

自動車交通量の増加 とその出現による交通範囲の拡大に伴い,や がて統一規則の必要性が生

じ,内 務省 によって全国統一規則が制定 され ることとなる。以下では主に統一 自動車規則制
17)

定以降の交通法規を概観する。

(1)道 府県令期

日本最初の 自動車取締規則は,1903(明 治36)年 に愛知県が乗合自動車営業の許可出願に

対応 して制定 した 「乗合自動車営業取締規則」である。その後長野県,京 都府,富 山県 と同

年で も8府 県にて発令,や がて全国44道 府県で制定 ・改正が相次いでいる。

(2)旧 自動車取締令期

大正期には自動車 も徐々に普及,台 数 も増加するとともに移動範囲 も他府県にまたが るほ

どに広域 となった。そして交通量の増加 とともに多発する自動車事故の防止 と事故加害者の

罰則処分 を明 らかにするため,新 たに初の全国統一交通法規 として1919(大 正8)年1月 に

「自動車取締令」(内 務省令第一号)が 発令 された。同法は全37条 よりなり,自 動車の定義 ・
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最高速度 ・構造装置 ・車体検査 ・運転免許 ・車両番号 ・交通事故 を起 こした場合の措置 ・罰

則等 について規定 している。詳細 については地方長官,つ まりは各道府県知事にその裁量が

与えられていたため,各 道府県は旧規則を廃止 し同法 に基づ いて施行細則 を新たに制定 した。

当時 は増えたとはいえ自動車保有台数 もまだ少な く,そ の所有者の多 くはバス ・タクシー事

業会社や上流階級の華族,実 業家であったために運転手免許は職業運転手 を念頭に置いてい

ること,免 許の有効期限が更新な しの5年 と設定 されていることなどがこの時期の特徴であ
18)
る。 また,自 動車取締令公布の翌年12月 には道路法に基づ いて道路取締令 も制定され,左 側

通行や人馬 ・諸車の通行区分,積 載量の制限,禁 止行為 などの種々が規定 されている。この
19)

時に全国的に人 も車 も左側通行が規定されることとなった。この二つの内務省令は今 日の道

路交通法,道 路運送法,道 路運送車両法の前身 ともいうべきもので,当 時の交通秩序維持に

関す る基本法で もあった。以下では昭和に入って制定された改正 自動車取締令と区別するた

めに,大 正期 に公布された自動車取締令 を旧自動車取締令 と称する。

(3)新 自動車取締令期

昭和に入ると自動車交通量 も益々増大,性 能 も向上 し多様性 も増 してきたため,1933(昭

和8)年8月,「 自動車取締令」を全面的に改正することとなった。旧法令が制定 された大正

8年 の自動車保有台数は5,553台,新 令公布時には約19倍 の104,932台 に,二 輪車 も2,423台 か

ら27,436台 と11倍以上の増加であ り,来 るべ き自動車社会への対応が必要 とされたのである。

新取締令では,細 目に関 しては依然各道府県の施行規則 に依 っていたこと,免 許が居住地で

はな く就業地での発効であったことなどの旧取締令での問題点を解消す るべ く,一 般的な自

動車交通に関わる規定が全国で統一 されるように従来 よりもさらに細か く設定されている。

免許に関 しては 「運転手免許」から 「運転免許」への名称変更の他,甲 ・乙の2種 類から普

通 ・小型 ・特殊の3種 類への免許制度の変更,就 業免許の新設等がなされた。

しかしながらその自動車取締令 も戦時下では交通安全や秩序の維持よ りも輸送力の確保が

優先された結果,一 部では制度の形骸化 ともいえる改悪が実施 されている。 日中戦争開始翌

年の1938(昭 和13)年 には免許の有効期間を撤廃,5年 ごとの更新制に移行 した他,就 業免

許の廃止等の改正が行われた。戦局が悪化 した1943(昭 和18)年 には戦時特例 として最大積

載量制限が撤廃 されている。また,翌44年 には改正 により車輌検査 を廃止,運 転免許の最低

年齢 も運転手不足か ら引き下げられ,赤 色灯などの保安部品装備 についても条件が緩和され

た。法規が一新 されるのは道路交通取締法および道路運送法が公布される1947(昭 和22)年
20)

である。

4二 輪車に関する道路交通法規

旧自動車取締令の二輪車 に関する項 目としては,ま ず第15条 に運転手免許 についての規定
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が記載されている。運転手免許は甲 ・乙の2種 類で,甲 種 は各種の 自動車を運転することが

可能とされ,乙 種 は特定または特殊自動車に運転が限定 された。そして第33条 において,自

動 自転車やオー トペ ッドの類は罰則の規定は適用するものの免許を含むその他についてはこ

の法令の適用を除外すると規定 されている。つまりは特殊 自動車である側車付き二輪車や三

輪 自動車等を除けば,二 輪車は無免許 にて運転することが可能とされた。要免許自動車 とし

て取締規則に取 り入れ られたのは昭和の新自動車取締令からである。新取締令では二輪車は

排気量4サ イクル750cc,2サ イクル500cc以 下の小型自動車,ま たは特殊 自動車 として分

類され,小 型自動車に関する免許は無試験で与えられたが,特 殊 自動車に分類 される二輪車

についてはそれに応 じた試験の合格が免許交付に必要とされた。

本稿が考察す る期間内の主要な改正は上記の通 りだが,旧 取締令からこの新取締令 に移行

するまでに も小排気量のカテゴリーにおいていくつかの改正がなされている。1926(大 正15)

年には3馬 力半(350cc相 当),規 定の車体寸法(幅90セ ンチ,長 さ2.4メ ー トル)内,乗 員一

人の基準で新たに 「小型 自動車」のカテゴリーが設定され,無 免許で運転が可能 とされた。

このカテゴリーは1930(昭 和5)年 にはさらに排気量が4サ イクル500cc,2サ イクル350cc

以下に気筒容量を拡大 して設定,規 定車体寸法 も若干拡大されて全幅1.2メ ー トル,全 長2.8

メー トル以内となった。また,こ の時先のような標準規格が提示 されたことで,1926年 の改

正時には必要であった煩雑な製造販売ごとの認可が省略された。新取締令では上記の流れを

汲んで既に述べたように4サ イクル750cc,2サ イクル500cc以 下で規定の車体寸法(昭 和

5年 の規定に高 さ1.8メ ー トル以内を追加設定)で あれば無試験で免許が与えられる小型自動

車が設定 された。この改正ではさらに操縦者以外の乗員 も認め,四 輪であってもこれが適用

されることとなった。つまりは二輪,三 輪,四 輪を問わず,同 規定内であれば小型自動車 と
　つ

して試験 を受けず とも運転が可能 となったのである。

この一連の免許制度改正の意味はとても大きく,大 正末に小型民間輸送手段 として出現 し

た三輪 自動車の普及に大いに貢献 した。単に民間輸送 をサポー トするだけでなく,排 気量や

車格の設定 ・変更など免許制度を用いた内務省による国内企業の保護育成政策でもあったと

いえる。 この免許制度によって三輪ではダイハツやマツダが急進,四 輪で も日産のダッ トサ

ン等が輸入車(外 国製エ ンジンを用いた実質輸入車)を 席巻,台 頭 していった。図1に 見 ら

れるように三輪 自動車の生産台数は伸長 して1937(昭 和12)年 には15,000台 を超え,小 型四

輪 自動車 とともに大きく伸びていることが見て取れる。一方,二 輪車の生産台数は昭和15年

まで伸びてはいるものの3,047台 と,他 と比較 すれば低 い数値にとどまっている。二輪車より

派生 した三輪 自動車が,昭 和7年 以降二輪車の生産台数を超 え広 く需要 される構造となった

のである。三輪 自動車が以降急速に普及するほどの潜在的需要が当時の社会に内在 していた

ことを考えれば,二 輪車はやは り当時 としてはその需要 を満たしうる機能を備えた車種では
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な く,機 動性は高い ものの実用性 に欠け,趣 味の域を出ない乗 り物であったといわざるを得

ない。個人用途としては自転車に,小 荷物運送手段 としては小型三輪自動車に後塵を拝する。

つまり当時は道路交通手段 とりわけ実用車 としての位置づけは低 く,自 動車 としては小型三

輪 ・四輪自動車に付随す る位置づ けであった といえる。その ような実状への対応 と三輪自動

車普及の目的 を持 って,免 許制度の中に小型自動車の一部 として組み込まれ,カ テゴライズ

されていったのである。

5お わ り に

本稿では幕末から明治 ・大正 ・昭和初期 にかけての道路交通事情 と交通手段の移 り変わり

を概観 し,モ ータ リゼーシ ョン初期の道路交通法規の変遷を整理するとともに,免 許制度か

ら当時の二輪車の交通手段 としてのポジシ ョンについて考察を加えた。この節では稿 を閉 じ

るにあたり,若 干のまとめと補足を述べ ることにしたい。

二輪車の上陸は19世 紀末,次 世代交通手段 としては早 い段階での導入であった。 しか しな

が ら大衆車 としての普及は戦後 を待たねばな らなかった。その要因として,ひ とつには技術

的な制約があげられよう。当時の二輪車産業 は国際的にも離陸の段階であり,概 して技術は

発展途上の レベル にあった。エンジンを例 に取れば,当 時はまだ小型 ・高出力化の点で実用

性を備 えるまでには至っていなかったと言える。明治 ・大正期の4サ イクルエンジンは概 ね

100ccで1馬 力相当の出力であった。そのため馬力を得 るには気筒容量を大 きくせ ざるをえ

ず,そ れが大排気量化 ・重量増 となってビジネス ・パーソナルユーズの足枷 となった。この

ことは戦後の荒廃期 に出現 した小型バイクモーターやその後のスーパーカプに代表 される小
22)排気量実

用車の急速な普及に端的に表れている。戦後出現 したスーパーカプは49ccで4.3馬

力の出力であ り,小 型で十分な駆動力を得 ることで普及 に寄与 した。パ ワー ・ウェイ ト・レ

シオや トルクのみが実用性の指標ではないが,技 術的にはブレイク ・スルーを待ち望む状態

であったといえる。

第二に,市 場の制約があげられる。初期の段階では高価で趣味性 も高かったことから購買

層が限定 された。そのために市場の狭隙さから産業 としての立ち上が りに時間を要す ること

となった。 また,起 業家とも言える中小 ・零細企業が多 く,小 さなパイを奪い合 う構造とな

って規模の経済性 を生かせ るまでには至らなか ったと考えられる。

第三には,制 度的な制約が考 えられ る。 自動車産業の ように保護育成策が採 られなかった

ことも大 きいが,他 産業の保護 ・育成のためにその分野に人的 ・物的資源が重点的に配分 さ

れたことや輸入制限などが,直 接 ・間接に二輪車産業の成長を阻害する要因となった。この

点は既述の三輪 自動車育成のために行われた免許制度の改正 も同様であろう。今 日では本稿

冒頭で説明 したように規制緩和 による需要喚起策が採 られている。交通法規は需要の創出や
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転換効果 も有 しているのである。

最後に包括的な要因としてその時代的な背景 も考 えられ る。第二次大戦に至るまでの一連

の統制は産業構造全体 を歪め,二 輪車産業は需給両面で大 きな制約を受けた。規制だけでな

く物資の制限も,開 発 ・生産の自由な環境を奪いその空白の期間をもたらした理由として看

過できないことはいうまで もない。

終わ りに以下ではその後の道路交通法規と二輪車免許について若干触れておくことにする。

戦後の1947(昭 和22)年,新 憲法制定による旧省令廃止にともなって 「道路交通取締法」が

発布,翌 年施行 に移 された。附属法令である 「道路交通取締令」によって取締規則の統一が

図 られている。 しか し,戦 後の混乱期に急遽設定 された面 も否めず,行 政処分が道府県知事

(東京都は警視総監)か ら都道府県や市町村の各公安委員会に委ねられた結果,処 理が細分

化 され各庁の間に処分差があるなどの問題 もあった。1953(昭 和28)年8月 には施行規則が

「道路交通取締令(内 務省令,後 に総理府令)」 から 「道路交通取締法施行令(政 令)」 とな

った。そして日本経済が成長軌道に乗 り始め,自 動車時代 を迎えつつあった1960(昭 和35)

年には現在 まで続 く 「道路交通法」が発令,施 行 された。急増する交通事故に対応 し交通安

全 を計 るとともに円滑化 も目指 して全面的な体系整備が行われ,以 降も事情に応 じて頻繁 に

改正が施されている。

自動車免許制度 も自動車交通社会の発展変貌に対応 して幾度 も改正が繰 り返されている。

二輪車に関する免許 も道路交通取締法で初めて 「小型免許」第3種,第4種 として独立 して

設定され,以 降排気量に応 じて厳格に区分けされてい く。一時期小排気量二輪車には運転許

可制度が適用 されたが,道 路交通法では原動機付 自転車にも免許が必要とされた。以降75年

にはいわゆる限定解除二輪免許が登場,都 道府県の運転免許試験場でのみ,限 定解除試験を

受けることがで きた。

本稿では明治 ・大正から昭和初期 までの戦前の期間にスポットを当てて考察 した。戦前が

モータリゼーションの胎動期ならば,戦 後はモータ リゼーションが本格化,鉄 道から自動車

に陸上輸送移動手段の主役の座が取 って代わった時期である。交通事情の本質的な部分は変

わらず とも,日 々変貌する道路交通社会に対応 した本格的な法体系の整備に関 しては戦後 に

こそ行われたと言える。戦後の道路交通事情の変遷については別の機会 に考察することとし

たい。

注

1)岩 立 喜 久雄 氏 のHP日 本 自動車百 年史 を参照 。

2)こ の時期 の(輸 入)二 輪 車 の価 格 は安 くて も500円 で あ った とい う。小型 自動車 発達 史編 纂委 員

会編 く1968)に よれ ば時代 の下 った昭 和10年 頃 のハ ー レー ダピ ッ トソン(750～1300cc)は1,638

円 ～1,975円,宮 田製作 所 の小 型の アサ ヒ号(175cc)は340円 で あった とい う。国産 自転車 の価格
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は当時 お よそ100円,公 務員 の初任 給 は75円 前後 で あ ったか ら,当 時 と して は小 排気 量 であ った ア

サ ヒ号 の よ うな二輪 車 で も依 然 高価 で あった こ とがわ か る。 また,自 動 自転車 とい う呼称 は1919

(大正8)年 公布 の 「自動車 取締 令」 で も使 われ てい る。

3)自 動車 製造 事業法 は,邦 人 系企 業 で年産3,000台(部 分 品な ら3,000台 分)以 上 の製 造業 者 を許 可

会社 と して指 定,そ の企 業 に対 して はそ の設備機 械類 お よび必 要部 分品 の輸 入 税免 除,所 得税 と

営業収 益税 の五 年 間免 除等の特 典 を与 えた もの で あ る。 あわせ て輸 入制 限 と外 資系企 業 の生産 制

限 も盛 り込 まれた こ とか ら もわか るよ うに外 資 排除 が 目的の一 つ であ る。

4>戦 前の輸 入車 ・国産 車事 情 につ いて は富塚 清(2001),前 掲 小型 自動 車発達 史編 纂委 員会 編(1968)

を参照 。

5)軍 用 自動 車補 助法 は欧米 に倣 って取 り入 れ た 日本 で最初 の 自動車産 業政 策で あ る。軍 用適合 車

の製 造者 お よび所有 者 に補 助 金 を下付,戦 時 にお いて はその 自動車 を所定 の徴 発金 を払 って使 用

で きる もの と して定 め た法 律 で あ る。 当時 の未成 熟 な国 内生産環 境 及び市場 状 態 を反映 した生 産

者 ・消 費者 の両 者 に補 助金 を与 え る大胆 な政 策 で あった。 この政 策 では東 京瓦斯 電気工 業や快 進

社,発 動機 製造(現 ダ イハ ツ)な どが その指 定 を受 けた。 詳 しくは四宮正親(1998)お よび 日本

自動車工 業会 編(1988)を 参照 。

6)在 来 馬 は ジャパ ニ ース ・ポ ニー と椰楡 され た よ うに小型 だ ったた め輸 送 用の 駆動 力 と しては そ

れ ほ ど大 き くはなか った と言 われ て いる。大 型馬 の普 及 は 日清 ・日露戦争 の経 験 か ら軍 用馬 を 目

的 と して アラブや サ ラブ レッ ドとの 異種 交配 を進 め た第一 次馬政 計画 以降 の大 正 ・昭和期 に至 っ

て か らで ある。民 間 にお いて も,神 八三郎 を中心 とす る釧路 畜産 組合 にお け るペ リシュ ロン種 と

ア ング ロ ノル マ ン種 を交配 した小格 重軌 馬,日 本釧 路種(1932年 発表)な ど,そ の 育成 が進 め ら

れ てい る(馬 文化 ひ だかHPよ り)。

7)齊 藤俊 彦(1992)で は,馬 車鉄 道 や路面 電車 が人 力車 乗客 数の減 少 に与 えた影 響 を,当 時の デ

ー タ を元 に推 定 して い る
。

8)「 自転 車」 との 名称 は竹 内寅 次郎 が製造 ・販 売 した三輪 車 に命名 したこ とに始 まる と され る。

9)週 刊朝 日編(1987)を 参照 。

10)自 転車 の歴 史 につ いて は佐 野裕 二(1985)『 自転車 の文化 典』 が詳 しい。

11)自 動車事 業 の発達 は国 有鉄 道 の収 入 に影響 を及ぼ すだ けで な く,地 方鉄 道,軌 道の経 営 を危 う

くす るほ どとな った。減 配 を余儀 な くされ た鉄道 軌道 会社 が続 々鉄道 ・内務両 省 に陳情 しつつ あ

る事態 に鑑 み,鉄 道 省で は 自動 車業 の鉄 道 にお よぼ す影響 につ い て根 本 的 な調 査 が行 われ て い る。

また,路 面 電車 の 市営化 に続 い て乗合 自動車 の 市営化 が議 論 され たの もこの 時期 で あ る。1927(昭

和2)年 には銀バ ス と称 され た大阪 市営バ スが 開通 して い る。

12)国 家総 動員 法 に基づ き,1940(昭 和15)年 には陸運 統制令 が 運行 され,翌 年 強化 された改 正陸

運統 制令 が施 行 され た。 ガ ソ リン消 費抑 制 もあ って輸 送能 力 に勝 る鉄 道 に重点 的 に資源 配分 す る

こ とが決 定 され た。 事業 者数 は昭和14年 の26,548か ら同20年 には わず か340に まで 制限 され てい

る。 詳 し くは道路 交通 問題 研究 会(2002)論 述 編60頁 お よび資料 編144頁 を参照。

13)前 掲 日本 自動車工 業会(1988)32頁 お よび 四宮(1998)21頁 を参照 。

14)産 業合 理化 の名 目の もとに寡 占化 が進 め られ,最 終 的に は石 川 島 自動車製 作所 とダ ッ ト自動車

製造,東 京瓦斯 電の3社 合併 に よって東 京 自動 車工 業 が生 まれ た。詳 し くは前掲 日本 自動車 工業

会(1988)を 参 照。
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15)久 保 田博(2005)を 参 照 。また,鉄 道運 賃 につ いて は週 刊朝 日編(1987)を 参照 。齊藤俊 彦(1992)

82頁 では 東京 一福 島 間の運 賃 と所 要時 間が 比較 され て いる。同区 間の運 賃(所 要 時間)が 人力車 一

6円12銭(5日),乗 合 馬車 一4円76銭(所 要時 間 は不 明),鉄 道 一上5円 ・中3円32銭 ・下1円

66銭(上 り9時 間10分,下 り9時 間20分)と な って い る。

16)太 政 官布 告 ・達 は明治 政府 最初 の憲法 で あ る政 体書 に基づ いた太政 官制 度 の も とでの法令 形 式

であ る。1885年 に内閣制 度 が発足 す る とと もに太 政官 制 は廃 止,太 政 官布 告 ・達 も1886年 に官報

に掲 載 して公布 す る公文 式 とな った。公 文式 は1907年 に公 式令 となっ たが,戦 後 廃止 されて い る。

17)自 動車 取締 法 規 関連 につ いて は各道府 県の 当時 の法規 を収 集 した大 須田和 美 『自動 車 日本発 達

史』 各巻 を参 照 。 なお,こ の節の 時期 区分 は同文献 を参考 と した。

18)引 き続 き免許 を必 要 とす る場 合 に は再 度試験 を受 け,合 格 す る必要 が あ った。

19)戦 後の1949(昭 和24)年,47年 に施行 され た道路 交 通取締 法 の改正 で 「入 は右側,車 は左 側 通

行」 の対 面通 行 が導 入 され た。

20)1947(昭 和22)年 に 「道路交 通取 締法 」(法 律第130号)が 発布,翌 年内 務省が廃 止 され るまで

の 自動車 取締 法 規 は,大 正8年 よりは内務省令 で あ る 自動車 取締 令,昭 和8年 以 降 は改正 自動車

取締 令 を根 拠 と してい た。 内務省令 は法令 として は法律 の下 位 に あ り,戦 後 にな って新 憲法 の 下,

法律 ・政令(省 令)・ 規 則 ・処 分 と して交通法 規体 系 が整備 された。 自動車 取締 令以 前 の時 代 は

さ らに体 系 と して は未整備 であ り,府 県令 が 中心 で あ る。

21)詳 しくは 自動 車工 業会編(1967)157頁 お よび小 型 自動車 発達 史編纂 委員 会編(1968)「 発達 史

関連 編」 を参 照 。

22)陸 軍 に よって 大型 車の生 産 を求 め られた戦前 と,日 常の 実用車 を何 よ り必要 と した戦 後復 興 の

時期 とで は,そ の需 要が 大 き く異 な るこ とに も注 意が 必要 で あろ う。
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